
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)

愛知県 春日井市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

295,102
92.71

76,128,043
74,164,555
1,901,437

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [1.01]

類似団体内順位

[ 8/39 ]

全国市町村平均

0.52
愛知県市町村平均

1.01
0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0.53

1.40

0.87

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

1.01 春日井市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.9%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [90,279円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.0]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [5.83人]

類似団体内順位

[ 4/39 ]

全国市町村平均

8.00
愛知県市町村平均

7.56

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

9.39

5.25

6.71

5.83

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.2%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [283,119円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

春日井市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　市税の増収、所得譲与税の増額等歳入増が影響し指数は良化しているが、財政状況は依然として厳しいた
め、今後も限られた財源のより効果的な活用を図り、収入に応じた支出の構成という経営感覚を持った行財政運
営を図る。

【財政構造の弾力性】
　経常収支比率は過去３年間86％前後で推移しているものの、医療費や生活保護費といった扶助費が増加傾向
にあり、また財源補塡債の償還のため公債費も増加傾向にある。財政硬直化を防ぐために事務の整理・効率化
を進め義務的経費の歳出抑制に努める。

【人件費・物件費の適正度】【給与水準の適正度】【定員管理の適正度】
　人件費については、職員数の削減に努めており、また給与水準についても給与体系の違いにより中長期在職
者の給与が他団体と比べ低くなっているためラスパイラス指数は類似団体の中でも低い数値となっている。

今後もさらに定員管理の適正化を進め、平成17年度から全職員数を５年間で約６％削減することを予定している。
　物件費については、管理費を中心として、更なる財源の適正配分化による経費削減を図る。

【将来負担の健全度】【公債費負担の健全度】
　昭和50年代に集中した義務教育施設整備に係る公債費の償還が完了したことなどから、建設事業に伴う公債費
負担は減少傾向にあるが、平成13年度から導入された臨時財政対策債の元金償還が始まったため財源補塡に伴
う公債費負担は増加傾向にある。今後もその傾向は続くと考えられるが、プライマリーバランスの黒字を堅持しつつ
後年度負担の適正化を図る。
　実質公債費比率については、公共下水道事業に係る公債費償還金に対する繰出金が影響し、類似団体平均値
を超える数値となっている。今後は、普通会計のみならず、特別会計・企業会計・外郭団体を含めた市全体の財務
体質の改善に努める。


